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徳島県鳴門病院 第４期中期計画 対照表

第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

第１ 中期目標の期間 第１ 中期計画の期間 第１ 中期計画の期間

令和７年４月１日から令和１１年３月３１日まで 令和７年４月１日から令和１１年３月３１日ま 令和７年４月１日から令和１１年３月３１日ま
の４年間とする。 での「４年間」とする。 での「４年間」とする。

第２ 住民に対して提供するサービスその他の 業 第２ 住民に対して提供するサービスその他の 第２ 住民に対して提供するサービスその他の
務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するためと 業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 るべき措置

１ 診療事業 １ 診療事業 １ 診療事業
（１）良質かつ適切な医療の提供 （１）良質かつ適切な医療の提供 （１）良質かつ適切な医療の提供

ア 地域の中核的かつ急性期を担う病院として、地 ア 県民が等しく質の高い医療を受けることがで ア 県民が等しく質の高い医療を受けることがで
域住民の医療を支える基本機能を提供しつつ、地 き、安心して暮らせる徳島の実現に向け、「徳島 き、安心して暮らせる徳島の実現に向け、「徳島
域の医療水準向上のための機能充実に努めること。 医療コンソーシアム」を推進するとともに、地 医療コンソーシアム」を推進するとともに、地

域と共に育む、より良い病院づくりを目指し、「地 域と共に育む、より良い病院づくりを目指し、「地
域医療の充実」と「医療の質の向上」を図る。 域医療の充実」と「医療の質の向上」を図る。

イ 「地域完結型」の中核病院として、「徳島県保 イ 「地域完結型」の中核病院として、「徳島県保
健医療計画」及び「徳島県地域医療構想」を踏 健医療計画」及び「徳島県地域医療構想」を踏
まえた医療機能の充実及び鳴門市と連携した医 まえた医療機能の充実及び鳴門市と連携した医
師確保策を推進し、医療提供体制の充実・強化 師確保策を推進し、医療提供体制の充実・強化
を図る。 を図る。

イ 患者一人一人の状態に合わせた最適で確実な治 ウ 安全で質の高い医療の提供のため、地域の医 ウ 安全で質の高い医療の提供のため、地域の医
療を提供するため、各種診療ガイドライン等に基 療機関と連携を図りながら、「クリティカルパス」 療機関と連携を図りながら、「クリティカルパス」
づくクリティカルパスを推進するとともに医療安 の積極的な導入を推進する。 の積極的な導入を推進する。
全対策を徹底し、医療の質の向上を図ること。

【電子カルテ登録のクリティカルパス件数】
令和５年度実績値 ６９件
⇒ 令和１０年度目標値 １００件

エ 「医療安全センター」を中心に、インシデン エ 「医療安全センター」を中心に、インシデン
ト・アクシデント情報の収集・分析やリスク回 ト・アクシデント情報の収集・分析やリスク回
避方針の検討・評価を行うとともに、医薬品等 避方針の検討・評価を行うとともに、医薬品等
の安全管理を徹底し、医療安全対策に万全を期 の安全管理を徹底し、医療安全対策に万全を期
すよう努める。 すよう努める。
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（２）患者の視点に立った医療の提供 （２）患者の視点に立った医療の提供 （２）患者の視点に立った医療の提供

ア 選ばれる病院であり続けるため、患者のニーズ ア 「患者サポートセンター」において、患者や ア 「患者サポートセンター」において、患者や
を的確に把握し、病院内外における継続的な改善 その家族から寄せられる「医療・介護・福祉・ その家族から寄せられる「医療・介護・福祉・
策を講じることにより、患者サービスの向上推進 生活」等の様々な相談に対するワンストップ機 生活」等の様々な相談に対するワンストップ機
に努めること。 能を更に強化するとともに、最適な医療サービ 能を更に強化するとともに、最適な医療サービ

スを提供するため、病院全体の病床を効率的・ スを提供するため、病院全体の病床を効率的・
効果的に運用する。 効果的に運用する。

イ 患者やその家族のニーズ イ 患者やその家族のニーズ、また、地域の医療
に応じ、「センター」 「診療科」や「専 提供体制に応じ、「センター」、「診療科」や「専

門外来」の設置・検討を進めるとともに、院内 門外来」の設置・検討を進めるとともに、院内
の意見箱や患者満足度調査を通して、来院者の の意見箱や患者満足度調査を通して、来院者の
意見・要望の把握と速やかな改善に努め、患者 意見・要望の把握と速やかな改善に努め、患者
サービスの向上を図る。 サービスの向上を図る。

イ 病院のホームページや地元広報誌の活用等によ ウ ホームページの充実や地元広報誌の活用に加 ウ ホームページの充実や地元広報誌の活用に加
り、病院の役割や医療提供内容等を積極的に情報 え、ＳＮＳ等も活用し、 え、ＳＮＳ等も活用し、病院の役割や医療提供
発信するとともに、地域住民との交流を通じた、 積極的な情報発信に努めるとともに、 内容等の積極的な情報発信に努めるとともに、
開かれた病院づくりに努めること。 鳴門病院まつり等の地域と一体となったイベン 鳴門病院まつり等の地域と一体となったイベン

トを展開し、開かれた病院づくりに努める。 トを展開し、開かれた病院づくりに努める。

ウ 患者の個人情報について法・条例に基づき適切 エ 治療の選択肢や価値観が多様化する中、臨床 エ 治療の選択肢や価値観が多様化する中、臨床
に取り扱い、臨床における倫理的課題に積極的に 現場で生じる倫理的課題に対応するため、臨床 現場で生じる倫理的課題に対応するため、臨床
取り組むとともに、医療相談体制を充実し、患者 倫理コンサルテーション部門の強化を図り、患 倫理コンサルテーション部門の強化を図り、患
の利便性向上に努めること。 者の尊厳と意思決定を尊重した良質で適切な医 者の尊厳と意思決定を尊重した良質で適切な医

療の提供に努める。 療の提供に努める。

【臨床倫理研修会の開催回数】
令和６年度開始 ⇒ 令和１０年度目標値 年１２回
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（３）救急医療の強化 （３）救急医療の強化 （３）救急医療の強化

ア 東部Ⅱ救急医療圏の自己完結率を高めるため、 ア 東部Ⅱ救急医療圏における中核的な2次救急 ア 東部Ⅱ救急医療圏における中核的な２次救急
救急医療体制を充実させるとともに、県北部の最 医療機関として、医療や看護など各部門を統合 医療機関として、医療や看護など各部門を統合
重要な救急医療施設としての機能を担うための取 した「救急総合診療センター」を中心に、「断ら した「救急総合診療センター」を中心に、「断ら
組を図ること。 ない」救急医療体制を充実・強化し、県全体の ない」救急医療体制を充実・強化し、県全体の

救急医療提供体制の維持・向上に貢献する。 救急医療提供体制の維持・向上に貢献する。

イ 地域の１次救急医療機関との役割分担や連絡体 イ 円滑な救急搬送体制を確保するため、地域消 イ 円滑な救急搬送体制を確保するため、地域消
制の整備、消防機関との連携強化に努めること。 防との連携の深化、新たに整備したヘリポート 防との連携の深化、新たに整備したヘリポート

の適切な運用体制を整えるとともに、県北部の の適切な運用体制を整えるとともに、県北部の
最重要な救急医療施設として、新興感染症等に 最重要な救急医療施設として、新興感染症等に
も対応可能な施設整備を計画的に推進する。 も対応可能な施設整備の検討を進める。

【救急搬送患者受入件数】
令和５年度実績値 ２，９８８件
⇒ 令和１０年度目標値 ３，５００件

（４）がん医療の高度化 （４）がん医療の高度化 （４）がん医療の高度化

ア 地域がん診療連携推進病院として県内のがん診 ア 県北部の地域がん診療連携推進病院として、 ア 県北部の地域がん診療連携推進病院として、
療連携拠点病院との連携を図るとともに、県北部 「高精度リニアック」や「ＰＥＴ－ＣＴ」など 「高精度リニアック」や「ＰＥＴ－ＣＴ」など
のがん診療拠点の整備に向け、集学的治療の推進 の高度医療機器を有効活用し、 手術から化学 高度医療機器の強みを活かした、手術から化学
や高度医療機器の導入による強みを活かしたがん 療法、放射線治療、緩和ケアまで、がん診療連 療法、放射線治療、緩和ケアまで、がん診療連
診療の質の向上に努めること。 携拠点病院と連携した質の高い医療を提供する。 携拠点病院と連携した質の高い医療を提供する。

イ 地域で化学療法や緩和ケアを受けたい患者ニー イ がん患者とその家族の生活の質（ＱＯＬ）の イ がん患者とその家族の生活の質（ＱＯＬ）の
ズに対応するため、県北部におけるがん診療提供 維持向上を図り、住み慣れた地域でその人らし 維持向上を図り、住み慣れた地域でその人らし
体制の構築に努めること。 く穏やかに過ごせるよう、徳島大学病院をはじ く穏やかに過ごせるよう、徳島大学病院をはじ

めとする高度医療機関との医療連携を強化する めとする高度医療機関との医療連携を強化する
とともに、「外来化学療法」と併せた「緩和ケア とともに、「外来化学療法」と併せた「緩和ケア

外来」の開設や「緩和ケア病床」を整備 看護外来」の開設や「緩和ケア病床」の整備を
することにより、患者に寄り添うがん診療 推進することにより、患者に寄り添うがん診療

体制を整える。 体制を整える。

【外来化学療法延件数】
令和５年度実績値 １，２６９件
⇒ 令和１０年度目標値 １，５００件

【がん入院患者延数】
令和５年度実績値 ７，９１０人
⇒ 令和１０年度目標値 １０，０００人
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（５）産科医療や小児医療の充実 （５）産科医療や小児医療の充実 （５）産科医療や小児医療の充実

産科及び小児科の診療体制の一層の充実を図ると ア 産科、小児科病床を有し吉野川北岸地域で唯 ア 産科、小児科病床を有し吉野川北岸地域で唯
ともに、他の診療科との連携や役割分担を促進し、 一の「お産」のできる医療機関として、周産期 一の「お産」のできる医療機関として、周産期
地域における中核的な小児・周産期医療機関として 母子医療センターと連携し、産科医療及び小児 母子医療センターと連携し、産科医療及び小児
求められる役割を着実に果たすこと。 医療の役割を着実に果たす。また、出産後の母 医療の役割を着実に果たす。また、出産後の母

子に対する心身のケアや育児サポートなど、産 子に対する心身のケアや育児サポートなど、産
後ケアの更なる充実を図る。 後ケアの更なる充実を図る。

イ 「総合メディカルゾーン」における徳島大学 イ 「総合メディカルゾーン」における徳島大学
病院や県立中央病院と連携した体制の構築によ 病院や県立中央病院と連携した体制の構築によ
り、産科医療や小児医療の確保・充実を図る。 り、産科医療や小児医療の確保・充実を図る。

【産後ケア（デイケア）延件数】
令和６年度開始 ⇒ 令和１０年度目標値 １００件

（６）特色ある医療の更なる推進 （６）特色ある医療の更なる推進 （６）特色ある医療の更なる推進

県内唯一の医療分野である「手の外科センター」 ア 「総合メディカルゾーン」や「徳島医療コン ア 「総合メディカルゾーン」や「徳島医療コン
をはじめ、「脊椎脊髄センター」や「糖尿病・内分泌 ソーシアム」における医療連携を十分に図りな ソーシアム」における医療連携を十分に図りな
センター」などの専門的な人材能力を活かした医療 がら、当院の「手の外科センター」、「脊椎脊髄 がら、当院の「手の外科センター」、「脊椎脊髄
の充実を図るとともに、積極的な情報発信を行うこ センター」、「糖尿病・内分泌センター」といっ センター」、「糖尿病・内分泌センター」といっ
とで、病院の特色ある医療の更なる提供拡大に努め た特色ある医療とともに、血管内治療など質の た特色ある医療とともに、血管内治療など質の
ること。 高い医療をさらに推進し、県内外に向け積極的 高い医療を更に推進し、県内外に向け積極的に

に情報発信を行う。 情報発信を行う。

イ 脊椎脊髄疾患や手の外科疾患の患者に対する イ 脊椎脊髄疾患や手の外科疾患の患者に対する
「術前の外来～ 入院中～退院後まで」の一貫 「術前の外来から入院中、退院後まで」の一貫
したリハビリテーションを行う「総合リハビリ したリハビリテーションを行う「総合リハビリ
テーションセンター（仮称）」を開設し、急性期 テーションセンター（仮称）」を開設し、急性期
リハビリテーション体制の再構築により、患者 リハビリテーション体制の再構築により、患者
・家族の生活の質（ＱＯＬ）の更なる改善に取 ・家族の生活の質（ＱＯＬ）の更なる改善に取
り組む。 り組む。
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（７）地域住民の健康維持への貢献 （７）地域住民の健康維持への貢献 （７）地域住民の健康維持への貢献

健康管理センターでの人間ドックや各種健診事業 ア 地域の自治体と連携し、人間ドックや各種健 ア 地域の自治体と連携し、人間ドックや各種健
の充実に取り組むとともに、地域住民の健康意識・ 診事業の充実に取り組むとともに、健診受診者 診事業の充実に取り組むとともに、健診受診者
行動を高める啓発活動や健康に有用な医療情報の公 に対する積極的な保健指導や精密検査等が必要 に対する積極的な保健指導や精密検査等が必要
開・提供に努めること。 な方への医療機関の受診勧奨を励行し、「健康づ な方への医療機関の受診勧奨を励行し、「健康づ

くり拠点」として、健康診断受診率の向上に貢 くり拠点」として、健康診断受診率の向上に貢
献し、地域の予防医療の充実を図る。 献し、地域の予防医療の充実を図る。

イ Webメディア等を活用した積極的な情報発信 イ Webメディア等を活用した積極的な情報発信
を行うとともに、地域の自治体等と連携した市 を行うとともに、地域の自治体等と連携した市
民講座や出前講座などにより、各職種が専門性 民講座や出前講座などにより、各職種が専門性
を活かした健康維持・増進に向けた啓発活動に を活かした健康維持・増進に向けた啓発活動に
取り組む。 取り組む。

【健康管理センター総受診者数】
令和５年度実績値 ２３，０７８人
⇒ 令和１０年度目標値 ２３，０００人
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

２ 役割・機能の最適化と連携の強化 ２ 役割・機能の最適化と連携の強化 ２ 役割・機能の最適化と連携の強化
（１）地域医療構想等を踏まえた病院の果たす （１）地域医療構想等を踏まえた病院の果たす （１）地域医療構想等を踏まえた病院の果たす
べき役割・機能 べき役割･機能 べき役割･機能

ア 地域における基幹的な公的病院として、地域医 ア 吉野川北岸では唯一の総合的診療基盤を持つ ア 吉野川北岸では唯一の総合的診療基盤を持つ
療の確保のため重要な役割を果たしていることを 中核病院として、２次救急医療機関及び災害拠 中核病院として、２次救急医療機関及び災害拠
踏まえ、地域医療構想等を踏まえた病院の果たす 点病院としての機能強化に取り組む。 点病院としての機能強化に取り組む。
べき役割・機能について、明確化を図ること。

イ 令和６年２月、回復期４８病床（地域包括ケ イ 令和６年２月、回復期４８病床（地域包括ケ
ア病棟）の開設により、地域包括ケアシステム ア病棟）の開設により、地域医療構想の実現に
の充実に貢献するとともに、当該病棟は新興感 貢献するとともに、当該病棟は新興感
染症にも対応可能なリバーシブル構造であるこ 染症にも対応可能なリバーシブル構造であるこ
とから、医療措置協定の第一種協定指定医療機 とから、医療措置協定の第一種協定指定医療機
関としての役割を果たしていく 関としての役割を果たしていく。

2025年 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

病床数 40 219 48 0 307

イ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた病
院の果たす役割・機能の明確化を図るとともに、 ウ 地域包括ケアシステムの深化に向け、地域包 ウ 地域包括ケアシステムの深化に向け、地域包
地域包括支援センターや在宅医療機関をはじめと 括ケア病棟と一般病床の的確な運用や在宅療養 括ケア病棟と一般病床の的確な運用や在宅療養
する関係機関との連携の下、急性期から慢性期ま 後方支援病院としての役割・機能を明確化し、 後方支援病院としての役割・機能を明確化し、
での入院・外来・在宅において、多様化・変化す 地域の関係機関・多職種との連携の下、医療及 地域の関係機関・多職種との連携の下、医療及
る医療ニーズに寄り添った適切な医療の提供に努 び患者支援サービスの提供体制を構築する び患者支援サービスの提供体制を構築する。
めること。

【在宅復帰・病床機能連携率】
令和５年度実績値 ９４．９％
⇒ 令和１０年度目標値 ９５．０％

エ 今後の更なる高齢化の進展と医療人材の不足
等を踏まえ、地域医療支援病院として、地域医
療提供体制の維持向上に向けた取組を検討する。
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（２）機能分化・連携強化 （２）機能分化・連携強化 （２）機能分化・連携強化

ア 地域医療支援病院として、高度医療機器を積極 ア 地域医療支援病院として、高度医療機器を積 ア 地域医療支援病院として、高度医療機器を積極
的に活用した専門性の高い医療を提供するととも 極的に活用した専門性の高い医療を提供すると 的に活用した専門性の高い医療を提供するとと
に、地域医療連携室を中心に地域の医療機関及び と もに、「連携医療機関登録制度」を有効に活 もに、「連携医療機関登録制度」を有効に活用す
介護機関との更なる連携強化を図り、「紹介率・逆 用するなど、地域医療機関等との緊密な連携を るなど、地域医療機関等との緊密な連携を図り、
紹介率」の向上や地域連携クリティカルパスの整 図り、患者に一貫性のある良質な医療を提供で 患者に一貫性のある良質な医療を提供できる体
備・普及に努めること。 きる体 制を確立する 制を確立する。

イ 地域の医療機関等との連携強化が図られている イ 認定看護師その他の高度医療人材による研修 イ 認定看護師その他の高度医療人材による研修
かを検証する観点から、医療機能や医療の質、連 会等を開催し、地域医療機関の人材育成に向け 会等を開催し、地域医療機関の人材育成に向け
携強化等に係る適切な目標を設定すること。 た取組を推進する た取組を推進するとともに、今後の更なる高齢

化の進展を踏まえ、地域の医療機関等と連携し、
地域医療提供体制の維持向上に向けた取組を検

。 討する。

【年間紹介率】
令和５年度実績値 ８６．３％
⇒ 令和１０年度目標値 ８７．０％以上

【年間逆紹介率】
令和５年度実績値 １２９．６％
⇒ 令和１０年度目標値 １３０．０％以上
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

３ 新興感染症等への対策 ３ 新興感染症等への対策 ３ 新興感染症等への対策
（１）感染拡大時等に備えた平時からの取組の 推
進

新型コロナウイルス感染症対応において、感染拡 （1）徳島県との医療措置協定等に基づき、新興 （１）徳島県との医療措置協定等に基づき、新興
大時の対応における公立病院等の果たす役割の重要 感染症等の感染拡大時に、適切な医療を提供で 感染症等の感染拡大時に、適切な医療を提供で
性が改めて認識されたことを踏まえ、平時から新興 きるよう、陰圧化と感染症対応個室を備えた「救 きるよう、陰圧化と感染症対応個室を備えた「救
感染症等の感染拡大時の対応に必要な機能を備える 急総合診療センター」の整備に取り組む とと 急総合診療センター」整備の検討を進めるとと
ための取組を推進すること。 もに、「地域包括ケア病棟」の感染症病棟への転 もに、「地域包括ケア病棟」の感染症病棟への転

換・運用シミュレーションの実施、感染防護服 換・運用シミュレーションの実施、感染防護服
等の感染症対応資機材の整備・備蓄の推進など、 等の感染症対応資機材の整備・備蓄の推進など、
感染症対応機能の充実に取り組む。 感染症対応機能の充実に取り組む。

（２）感染拡大時の感染症対応及び一般医療を 維
持するための体制の確保

新興感染症の感染拡大時の対応においては、中核 （2）新興感染症の感染拡大時に備えたＢＣＰの （2）新興感染症の感染拡大時に備えたＢＣＰの
的な役割を果たすとともに、地域の医療機関等と連 策定及び随時の見直し、「感染症制御センター」 策定及び随時の見直し、「感染症制御センター」
携の上、地域住民に対して安全かつ適切な一般医療 を中心とした感染防止訓練や研修の実施など、 を中心とした感染防止訓練や研修の実施など、
の提供が継続できる体制の確保を図ること。 職員の感染症への意識向上・育成を図るととも 職員の感染症への意識向上・育成を図るととも

に、感染対策に関するＤＸを推進し＿診療業務 に、感染対策に関するＤＸを推進し、診療業務
の維持継続体制の確保に努める。 の維持継続体制の確保に努める。

（3）新興感染症の受入体制を強化するため、感 （3）新興感染症の受入体制を強化するため、感
染管理認定看護師や専門看護師の増員に向け、 染管理認定看護師や専門看護師の増員に向け、
計画的な養成に努めるとともに、他の医療機関 計画的な養成に努めるとともに、他の医療機関
と連携した地域における感染対策の質向上を目 と連携した地域における感染対策の質向上を目
指す。 指す。
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

４ 災害時における医療救護 ４ 災害時における医療救護 ４ 災害時における医療救護
（１）災害拠点病院としての機能強化

地域の医療機関や他の災害拠点病院、行政、医師 （１）吉野川北岸地域における唯一の災害拠点病 （１）吉野川北岸地域における唯一の災害拠点病
会等の関係団体との連携を強化するとともに、災害 院としての役割を果たすため、平時より地域の 院としての役割を果たすため、平時より地域の
対応能力の抜本的な強化に向け、ヘリポート整備や 医療機関や医師会、行政等との連携強化に努め 医療機関や医師会、行政等との連携強化に努め
新たな津波浸水被害想定を踏まえた津波防潮壁の整 る。 る。
備検討を進め、吉野川北岸地域における唯一の災害
拠点病院としての機能向上に努めること。 （２）新たに整備したヘリポートの適切な管理・ （2）新たに整備したヘリポートの適切な管理・

運用を行うとともに、国・県から示される津波 運用を行うとともに、国・県から示される津波
浸水被害想定＿を踏まえ、南海トラフ巨大地震 浸水想定等を踏まえ、 南海トラフ巨大地震
に対応した「津波防潮壁」の検討と速やかな整 に対応した「津波防潮壁」の検討と速やかな整
備を図る。 備を図る。

（２）他地域における医療救護への協力
災害派遣医療チーム（DMAT）の体制強化・技能 （３）「災害医療センター」を中心に、複数パター （3）「災害医療センター」を中心に、複数パター

向上を図り、他地域における医療救護活動への協力 ンを想定した災害医療訓練の実施、「ＢＣＰ」等 ンでの災害医療訓練の実施、＿＿「ＢＣＰ」等
体制の一層の強化に努めること。 の検証・改善、「ＤＭＡＴ」の体制強化に加え、 の検証・改善、「ＤＭＡＴ」の体制強化や備蓄品

備蓄品（燃料、水、食料・医薬品・診療材料） （燃料、水、食料・医薬品・診療材料）の充実
充実などの取組＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ などの取組に加え、「災害支援ナースの養成・登
＿＿を推進し、災害拠点病院機能の強化を図る 録」を推進し、災害拠点病院機能の強化を図る
とともに、災害発生時におけるＤＭＡＴ現地派 とともに、災害発生時における「ＤＭＡＴ」や
遣及びＤＭＡＴ受入体制＿＿＿＿＿＿＿＿＿の 「災害支援ナース」の現地派遣及び受入体制の
整備を行う。 整備を行う。

【災害時用備蓄食料（令和６年度改訂・5か年計
画）整備率】
令和５年度実績値 ６０％
⇒ 令和１０年度目標値 １００％

【災害支援ナース登録数】
令和６年度登録開始 ⇒令和１０年度目標値１０名
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第 ４ 期 中 期 目 標 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 素 案 ） 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 最 終 案 ）

５ 医師・看護師等の確保と働き方改革 ５ 医師・看護師等の確保と働き方改革 ５ 医師・看護師等の確保と働き方改革
（１）医師・看護師等の医療従事者の確 （１）質の高い医療従事者の確保・養成 （１）質の高い医療従事者の確保・養成
保・養 成
ア 医 療 水 準 の 向 上 を 図 る た め 、 専 門 的 ア 「 徳 島 医 療 コ ン ソ ー シ ア ム 」 に お け る ア 「 徳 島 医 療 コ ン ソ ー シ ア ム 」 に お け る

な 教 育 や 研 修 の 充 実 を 推 進 し 、 豊 か な 取 組 を 推 進 し 、 徳 島 大 学 を は じ め と す る 取 組 を 推 進 し 、 徳 島 大 学 を は じ め と す る
人 間 性 と 知 性 の 高 揚 に 努 め 、 県 民 福 祉 高 等 教 育 機 関 や 各 医 療 機 関 と 連 携 を 図 り 高 等 教 育 機 関 や 各 医 療 機 関 と 連 携 を 図 り
の 向 上 に 貢 献 で き る 医 療 人 の 確 保 ・ 養 な が ら 、 医 師 等 の 質 の 高 い 医 療 従 事 者 の な が ら 、 医 師 等 の 質 の 高 い 医 療 従 事 者 の
成 に 取 り 組 む こ と 。 確 保 に 努 め る 。 確 保 に 努 め る 。

イ 臨 床 研 修 病 院 と し て 、 他 の 臨 床 研 修 イ 「 医 療 人 育 成 セ ン タ ー 」 に よ る 教 育 ・ イ 「 医 療 人 育 成 セ ン タ ー 」 に よ る 教 育 ・
病 院 と の 連 携 や 特 色 の あ る 臨 床 研 修 プ 研 修 体 制 の 充 実 を 図 り 、 積 極 的 な 専 門 資 研 修 体 制 の 充 実 を 図 り 、 積 極 的 な 専 門 資
ロ グ ラ ム の 充 実 な ど 、 臨 床 研 修 医 、 専 格 取 得 を 促 進 し 、 質 の 高 い 医 療 従 事 者 の 格 取 得 を 促 進 し 、 質 の 高 い 医 療 従 事 者 の
攻 医 等 の 確 保 に 繋 げ る 若 手 医 師 の ス キ 養 成 ・ 確 保 に 努 め る 。 養 成 ・ 確 保 に 努 め る 。
ル ア ッ プ を 図 る た め の 環 境 整 備 に 取 り
組 む こ と 。 ウ 「 卒 後 臨 床 研 修 評 価 機 構 」 の 第 三 者 評 ウ 「 卒 後 臨 床 研 修 評 価 機 構 」 の 第 三 者 評

価 を 受 審 し 、 臨 床 研 修 指 定 病 院 と し て 、 価 を 受 審 し 、 臨 床 研 修 指 定 病 院 と し て 、
ウ 看 護 師 、 薬 剤 師 や そ の 他 の 医 療 従 事 将 来 に わ た り 、 当 院 で の 研 修 や 勤 務 を 希 将 来 に わ た り 、 当 院 で の 研 修 や 勤 務 を 希

者 の 一 層 の 確 保 に 努 め る と と も に 、 各 望 す る 臨 床 研 修 医 を 確 保 で き る よ う 、 教 望 す る 臨 床 研 修 医 を 確 保 で き る よ う 、 教
職 種 に お い て は 、 入 職 後 の 定 着 化 に 向 育 ・ 研 修 体 制 等 の 整 備 ・ 充 実 を 図 る 。 育 ・ 研 修 体 制 等 の 整 備 ・ 充 実 を 図 る 。
け た 支 援 と 職 務 に 専 念 で き る 体 制 づ く 【「初期臨床研修医マッチング」のマッチ
り を 図 る こ と 。 者数】

令和５年度（令和６年度採用）実績値４名
⇒ 令和１０年度（令和１１年度採用）

目標値 ５名 (フルマッチ )

エ 質 の 高 い 医 療 従 事 者 を 養 成 す る た エ 「 臨 床 研 修 看 護 師 制 度 」 や 「 パ ー ト ナ エ 「 臨 床 研 修 看 護 師 制 度 」 や 「 パ ー ト ナ
め 、 教 育 研 修 機 能 の 充 実 及 び キ ャ リ ア ー 制 度 」 な ど 、 看 護 師 、 薬 剤 師 や そ の 他 ー 制 度 」 な ど 、 看 護 師 、 薬 剤 師 や そ の 他
パ ス づ く り や 認 定 看 護 師 な ど の 職 務 に 医 療 従 事 者 の 入 職 後 の 定 着 に 向 け た 支 援 医 療 従 事 者 の 入 職 後 の 定 着 に 向 け た 支 援
関 連 す る 専 門 資 格 の 取 得 等 を サ ポ ー ト を 行 う と と も に 、 人 材 育 成 計 画 （ 職 位 ・ を 行 う と と も に 、 人 材 育 成 計 画 （ 職 位 ・
す る 仕 組 み づ く り を 推 進 す る こ と 。 職 種 別 キ ャ リ ア ラ ダ ー ） に 基 づ き 、 職 員 職 種 別 キ ャ リ ア ラ ダ ー ） に 基 づ き 、 職 員

の 自 発 的 な 能 力 向 上 を 推 奨 す る 。 の 自 発 的 な 能 力 向 上 を 推 奨 す る 。

オ 認 定 看 護 師 や 特 定 行 為 研 修 修 了 看 護 師 、 オ 認 定 看 護 師 や 特 定 行 為 研 修 修 了 看 護 師 、
認 定 薬 剤 師 な ど の 計 画 的 な 養 成 を 図 る と 認 定 薬 剤 師 な ど の 計 画 的 な 養 成 を 図 る と
と も に 、 そ の 他 の 医 療 従 事 者 の 専 門 的 な と も に 、 そ の 他 の 医 療 従 事 者 の 専 門 的 な
資 格 取 得 を 推 進 し 、 院 内 に お い て そ の 能 資 格 取 得 を 推 進 し 、 院 内 外 に お い て そ の
力 を 活 用 す る 。 能 力 を 活 用 す る 。

【認定看護師数（認定看護管理者は含まな
い）】
令和６年度当初配置数 ７名
⇒ 令和１０年度目標値 １３名

【看護師「特定行為研修」修了者数】
令和６年度当初数 ３名
⇒ 令和１０年度目標値 ９名
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第 ４ 期 中 期 目 標 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 素 案 ） 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 最 終 案 ）

カ 医 療 人 材 の 確 保 ・ 定 着 に 向 け 、 職 員 の カ 医 療 人 材 の 確 保 ・ 定 着 に 向 け 、 職 員 の
離 職 要 因 の 分 析 及 び 情 報 共 有 に よ る 課 題 離 職 要 因 の 分 析 及 び 情 報 共 有 に よ る 課 題
解 消 を 図 る た め 、 病 院 全 体 で 取 り 組 む た 解 消 を 図 る た め 、 病 院 全 体 で 取 り 組 む た
め の 体 制 づ く り を 進 め る 。 め の 体 制 づ く り を 進 め る 。

キ 県 立 病 院 等 と 連 携 し 、 人 事 交 流 に よ る キ 県 立 病 院 等 と 連 携 し 、 人 事 交 流 に よ る
職 種 ・ キ ャ リ ア 設 計 に 応 じ た 柔 軟 な 人 材 職 種 ・ キ ャ リ ア 設 計 に 応 じ た 柔 軟 な 人 材
育 成 を 推 進 す る 。 育 成 を 推 進 す る 。

（２）医師の働き方改革への対応 （２）医師の働き方改革への対応 （２）医師の働き方改革への対応

持 続 可 能 な 地 域 医 療 提 供 体 制 の 確 保 の ・ 医 師 の 時 間 外 労 働 規 制 に 対 応 す る た ア 働 き 方 改 革 を 推 進 し 、 良 質 な 医 療 を 持
た め 、 業 務 の 適 正 化 や タ ス ク シ フ テ ィ ン め 、 医 師 確 保 に 取 り 組 む と と も に 、 医 師 続 的 に 提 供 す る た め 、 人 材 の 確 保 に 取 り
グ を 推 進 す る な ど 時 間 外 労 働 規 制 や 健 康 事 務 作 業 補 助 者 の 活 用 や チ ー ム 医 療 の 推 組 む と と も に 、 医 師 事 務 作 業 補 助 者 や 看
確 保 の 取 組 を 、 組 織 を 挙 げ て 着 実 に 推 進 進 に 加 え 、 各 職 種 と の 「 タ ス ク シ フ ト ・ 護 補 助 者 の 活 用 、 チ ー ム 医 療 の 推 進 や 各
す る こ と 。 タ ス ク シ ェ ア 」 の 更 な る 拡 大 、 並 び に Ｉ 職 種 と の「 タ ス ク シ フ ト ・ タ ス ク シ ェ ア 」

Ｃ Ｔ の 活 用 に よ る 業 務 効 率 化 な ど 医 師 の 更 な る 拡 大 、 Ｉ Ｃ Ｔ の 活 用 に よ る 業 務
の 負 担 軽 減 に 取 り 組 む 。 効 率 化 な ど 、 病 院 全 体 の 業 務 見 直 し を 図

り 、 医 師 を は じ め 医 療 従 事 者 の 負 担 軽 減
に 取 り 組 む 。

イ 医 師 の 「 時 間 外 ・ 休 日 労 働 時 間 の 上 限
規 制 （ Ａ 水 準 ： ９ ６ ０ 時 間 ／ 年 ）」 に 適
切 に 対 応 し 、 持 続 可 能 な 医 療 提 供 体 制 の
維 持 を 図 る 。

（３）看護専門学校の充実強化 （３）看護専門学校の充実強化 （３）看護専門学校の充実強化

ア 質 の 高 い 教 員 の 計 画 的 な 養 成 に 努 め ア 計 画 的 な 専 任 教 員 の 資 格 取 得 を 推 進 ア 計 画 的 な 専 任 教 員 の 資 格 取 得 を 推 進
る と と も に 、 病 院 や 県 と の 連 携 に よ り し 、 若 年 層 の 教 員 の 育 成 に 努 め 、 安 定 的 し 、 若 年 層 の 教 員 の 育 成 に 努 め 、 安 定 的
教 育 内 容 の 質 の 向 上 を 図 る こ と 。 な 看 護 教 育 の 確 保 を 図 る 。 な 看 護 教 育 の 確 保 を 図 る 。

イ 県 内 の 高 等 学 校 等 と の 連 携 強 化 に よ イ 母 体 病 院 で の 看 護 実 習 等 を 強 み と し た イ 母 体 病 院 で の 看 護 実 習 等 を 強 み と し た
り 、 優 秀 な 看 護 学 生 の 確 保 に 努 め る と 看 護 教 育 の 実 践 に よ り 、 学 生 の 確 保 に 努 看 護 教 育 の 実 践 に よ り 、 学 生 の 確 保 に 努
と も に 、 学 生 が 安 心 し て 学 べ る よ う 、 め る と と も に 、 徳 島 県 立 総 合 看 護 学 校 と め る と と も に 、 徳 島 県 立 総 合 看 護 学 校 と
施 設 等 の 適 正 な 維 持 管 理 に 努 め る こ の 連 携 強 化 に よ り 、 質 の 高 い 看 護 師 の 養 の 連 携 強 化 に よ り 、 質 の 高 い 看 護 師 の 養
と 。 成 を 図 る 。 成 を 図 る 。

ウ 施 設 及 び 設 備 の 適 切 な 維 持 補 修 を 行 う ウ 施 設 及 び 設 備 の 適 切 な 維 持 補 修 を 行 う
な ど 充 実 し た 教 育 環 境 の 整 備 を 図 る 。 な ど 充 実 し た 教 育 環 境 の 整 備 を 図 る 。

【看護専門学校・入学時定員充足率】
令和６年度入学時 ８２．５％
⇒ 令和１０年度目標値 １００％

【看護専門学校・県内就職率】
第１～３期中期計画期間平均実績値 (平成
25年度から令和５年度 ) ８３％
⇒ 第４期中期計画期間平均目標値 (令

和７年度から令和10年度 ) ８０％以上
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するためとるべき措置 達成するためとるべき措置

１ 業務運営体制 １ 業務運営体制 １ 業務運営体制
（１）効果的な業務運営の推進 （１）効果的な業務運営の推進 （１）効果的な業務運営の推進

理事長及び病院長は、経営効率の高い業務執行 ア 病院の「理念」や「基本方針」等を全職員が共 ア 病院の「理念」や「基本方針」等を全職員が共
体制を確立するとともに、職員の適切な労務管理 有し、「安全」で「親切」な医療の提供に取り組 有し、「安全」で「親切」な医療の提供に取り組
を行うための制度の構築に努めること。 むとともに、院内において経営状況を共有し、病 むとともに、院内において経営状況を共有し、病

院運営への参画意識を高める。 院運営への参画意識を高める。 

イ 就業管理システムにより職員の勤務状況を把握 イ 就業管理システムにより職員の勤務状況を把握
し、適切な労務管理を行うとともに、多様な働き し、適切な労務管理を行うとともに、多様な働き
方に対応した勤務体制の構築、ＤＸ化の推進によ 方に対応した勤務体制の構築、ＤＸ化の推進によ
る事務の効率化に取り組む。 る事務の効率化に取り組む。

（２）他職種間での連携・協力体制の構築 （２）多職種間での連携・協力体制の構築 （２）多職種間での連携・協力体制の構築

業務の適正化・スリム化を図るため、各職種の ア 各部署の業務をフロー化するとともに、マニュ ア 各部署の業務をフロー化するとともに、マニュ
業務内容の可視化、業務の見直しやDXの推進を アルの作成を行い、業務の適正化やスリム化を図 アルの作成を行い、業務の適正化やスリム化を図
図り、職員間の連携強化に努めるとともに、管理 る。 る。
者側が積極的に職員と連携できる体制を構築する
こと。 イ 「院内ラウンド」に当たるメンバーや確認場所 イ 「院内ラウンド」に当たるメンバーや確認場所

等の見直しによる効率的かつ効果的な意見収集等 等の定期的な変更により、多様な視点からの意見
を行う。 を収集し、効率的かつ効果的な業務運営体制の構

築を図る。
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（３）適正な人事評価の実施 （３）適正な人事評価の実施 （３）適正な人事評価の実施

職員の資質、能力及び勤労意欲の向上を図るた ア 公正で客観的な「人事評価制度」に基づき、 ・ 公正で客観的な「人事評価制度」に基づき、職
め、公正で客観的な人事評価制度の構築及び適正 職員の適正な評価を行う。 員の適正な評価を行う。
な評価に基づく給与制度の運用に努めること。

イ 処遇の改善による人員確保に向け、県内の公的
病院の状況を勘案しながら、初任給・昇給停止年
齢の見直しなど、給与制度の改善を検討のうえ、
実施する。

（４）県内の公立・公的医療機関との連携 （４）県内の公立・公的医療機関との連携 （４）県内の公立・公的医療機関との連携

ア 県民が等しく質の高い医療を受けることがで ア 「徳島医療コンソーシアム」を構成する医療 ア 「徳島医療コンソーシアム」を構成する医療
き、安心して暮らせる徳島の実現を図るため、「徳 機関等との連携により、５Ｇを活用した救急医 機関等との連携により、５Ｇを活用した救急医
島医療コンソーシアム」を構成する公立・公的 療・遠隔医療の質向上に向けた取組を促進する。 療・遠隔医療の質向上に向けた取組を促進する。
医療機関との連携を強化し、遠隔医療の展開や
医療従事者の確保等に向けた検討を行うこと。 イ 県立病院等との医薬品等の共同交渉の実施や イ 県立病院等との医薬品等の共同交渉の実施や

災害医療に係る検討、人事交流による効率的・ 災害医療に係る検討、人事交流による効率的・
イ 医薬品等の共同交渉や人事交流、災害時の協 効果的な人材育成など、一層の連携強化を図る。 効果的な人材育成など、一層の連携強化を図る。

力等を推進し、県立病院との連携による、より
効果的な医療提供体制を構築すること。

２ 職員の就労環境の向上 ２ 職員の就労環境の向上 ２ 職員の就労環境の向上
（１）良好な職場環境づくり （１）良好な職場環境づくり （１）良好な職場環境づくり

ア あいさつ運動などの取組を通して、職員間の ア あいさつ運動の継続や院内行事の活性化を通 ア あいさつ運動の継続や院内行事の活性化を通
コミュニケーションを図り、快適で風通しのよ じ、病院全体の「ワンチーム化」を推進する。 じ、病院全体の「ワンチーム化」を推進する。
い職場環境づくりに努めること。

イ 職員の福利厚生の充実、働き方支援やタスク イ 勤務形態の柔軟な運用により、ライフサイク イ 勤務形態の柔軟な運用により、ライフサイク
シフティングなどワークライフバランスの実現 ルや家庭状況に応じた多様な働き方の選択肢を ルや家庭状況に応じた多様な働き方の選択肢を
に向けた取組を推進し、職員が働きやすい職場 充実させ、働きやすく・働きがいのある就労環 充実させ、働きやすく・働きがいのある就労環
環境の整備 境を整備する。 境を整備する。
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第 ４ 期 中 期 目 標 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 素 案 ） 第 ４ 期 中 期 計 画 （ 最 終 案 ）

（２）職員の処遇改善 （２）職員の処遇改善 （２）職員の処遇改善

優 秀 な 人 材 の 流 出 を 防 止 す る た め 、 職 ア 処 遇 の 改 善 に よ る 人 員 確 保 に 向 け 、 県
員 が 高 い モ チ べ ー シ ョ ン を 持 ち 安 心 し て 内 の 公 的 病 院 の 状 況 を 勘 案 し な が ら 、 初
働 き 続 け る こ と が で き る 就 労 環 境 の 構 築 任 給 ・ 昇 給 停 止 年 齢 の 見 直 し な ど 、 給 与
に 向 け 、 職 員 の 処 遇 改 善 に つ い て 、 抜 本 制 度 の 改 善 を 検 討 の 上 、 実 施 す る 。
的 な 改 革 を 推 進 す る こ と 。

・ 病 院 収 益 に 貢 献 す る 資 格 取 得 に お け る イ 病 院 収 益 に 貢 献 す る 資 格 取 得 に お け る
新 た な 手 当 の 創 設 や 各 種 手 当 の 見 直 し な 新 た な 手 当 の 創 設 や 各 種 手 当 の 見 直 し な
ど 、 処 遇 改 善 に 向 け た 取 組 を 推 進 す る 。 ど 、 処 遇 改 善 に 向 け た 取 組 を 推 進 す る 。

第４ 財務内容の改善に関する事項 第４ 財務内容の改善に関する事項 第４ 財務内容の改善に関する事項

１ 経常収支比率 1 経常収支比率等の経営目標 １ 経営の改善と経常収支比率等の経営目標
収 益 力 の 強 化 や 業 務 運 営 の 効 率 化 を 徹 （ １ ） 公 立 病 院 と し て 、 地 域 に お け る 医 療

底 し 、 経 常 収 支 比 率 1 0 0 ％ 以 上 を 早 期 経常収支比率 提 供 体 制 の 維 持 に 向 け た 役 割 を 着 実 に 果
に 達 成 の 上 、 維 持 す る こ と 。 医業収支比率 た す た め 、 地 方 独 立 行 政 法 人 法 の 趣 旨 を

修正医業収支比率 踏 ま え 、 持 続 可 能 な 経 営 基 盤 の 確 立 を 図
２ 医業収支比率及び修正医業収支比率 （その他の経営指標） る べ く 、 効 率 的 ・ 効 果 的 な 病 院 運 営 に 努

同 規 模 の 公 立 病 院 と 比 較 す る 等 に よ り め る 。
適 切 な 数 値 目 標 を 定 め 、 達 成 す る こ と 。
な お 、 修 正 医 業 収 支 比 率 に つ い て は 、 地 （ ２ ） 救 急 患 者 の 積 極 的 な 受 入 や 地 域 医 療
方 独 立 行 政 法 人 法 の 規 定 に 基 づ く 設 立 団 機 関 と の 連 携 強 化 に よ る 新 規 入 院 患 者 の
体 か ら の 運 営 費 負 担 金 等 の 所 要 額 の 交 付 獲 得 、 効 率 的 な 病 床 運 営 な ど に よ る 収 入
が 行 わ れ れ ば 、 経 常 黒 字 が 達 成 で き る 数 の 確 保 と 、 材 料 費 や 委 託 料 な ど 費 用 の 抑
値 目 標 を 定 め 、 達 成 に 向 け た 取 組 を 推 進 制 に よ り 収 支 を 改 善 し 、 計 画 終 了 年 度 に
す る こ と 。 お い て 経 常 収 支 の 黒 字 化 を 図 る 。

３ その他の経営指標 【 経 常 収 支 比 率 】
令 和 ５ 年 度 実 績 値 ９ ０ ． ０ ％

収 支 改 善 、 収 入 確 保 、 経 費 削 減 及 び 経 ⇒ 令 和 １ ０ 年 度 目 標 値 １ ０ ０ ． ０ %以 上
営 の 安 定 性 な ど 、 病 院 の 経 営 上 の 課 題 を
十 分 に 分 析 し 、 課 題 解 決 の 手 段 と し て ふ 【 医 業 収 支 比 率 】
さ わ し い 数 値 目 標 を 定 め 、達 成 す る こ と 。 令 和 ５ 年 度 実 績 値 ８ ６ ． ５ ％

⇒ 令 和 １ ０ 年 度 目 標 値 ９ ７ ． ０ %以 上

【 修 正 医 業 収 支 比 率 】
令 和 ５ 年 度 実 績 値 ８ ０ ． ０ ％
⇒ 令 和 １ ０ 年 度 目 標 値 ９ ５ ． ０ %以 上
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

４ 目標達成に向けた取組等 ２ 目標達成に向けた取組等 ２ 目標達成に向けた取組等
（１）収入の確保 （１）収入の確保 （１）収入の確保

ア 病院全体での収入目標を定め、病床利用率等 ア ＤＷＨ（電子カルテ機能を利用したデータベー ア ＤＷＨ（電子カルテ機能を利用したデータベー
の収入確保につながる数値目標を適切に設定す スシステム）を活用し、患者動向など各種データ スシステム）を活用し、患者動向など各種データ
るとともに、効率的に高度専門医療を提供し、 の見える化により、ベッドコントロール機能の更 の見える化により、ベッドコントロール機能の更
診療単価の向上に努めること。 なる向上を図り、適切な病床利用率の確保を図る。 なる向上を図り、適切な病床利用率の確保を図る。

【稼働病床利用率】
［急性期］令和５年度実績値 ７２．３％

⇒ 令和１０年度目標値 ８０．０％以上
［回復期］令和６年２月開設

⇒ 令和１０年度目標値 ８５．０％以上

【１日平均新規入院患者数】
令和５年度実績値 １４．７人
⇒ 令和１０年度目標値 １６．１人

イ 診療報酬の請求漏れの防止や未収金対策の徹 イ 診療情報のより精微な分析を実施し、課題の明 イ 診療情報のより精緻な分析を実施し、課題の明
底を図るとともに、病院が持つ医療資源を最大 確化に努めるとともに、的確な目標設定を行う。 確化に努めるとともに、的確な目標設定を行う。
限活用し、新たな収入の確保に努めること。

ウ 診療報酬の適正な確保に向け、レセプト点検シ ウ 診療報酬の適正な確保に向け、レセプト点検シ
ステムを有効活用するとともに、返戻・査定分析 ステムを有効活用するとともに、返戻・査定分析
を実施し＿精度の高い診療報酬請求に努める。 を実施し、精度の高い診療報酬請求に努める。

エ 未収金の発生防止に努めるとともに、徴収業務 エ 未収金の発生防止に努めるとともに、徴収業務
委託を活用し、未収金の回収に努める。 委託を活用し、未収金の回収に努める。

※第４期では、中期目標にあわせ記載順を変更
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

（２）費用の抑制 （２）費用の抑制 （２）費用の抑制

ア 医薬品や診療材料等の購入に係る県立病院と ア 医薬品や診療材料等の購入に係る県立病院との ア 医薬品や診療材料等の購入に係る県立病院との
の共同交渉の促進や、「院内物流管理システム（S 共同交渉の促進や全国共同購入組織との連携によ 共同交渉の促進や全国共同購入組織との連携によ
PD）」による在庫管理の適正化及び管理業務の り、材料費の増嵩を抑制する。 り、材料費の増嵩を抑制する。
負担軽減の推進を図り、費用の抑制に努めるこ
と。 【診療材料費対修正医業収益比率】

令和５年度実績値 ９．２％
⇒ 令和１０年度目標値 １０．０％以下

イ 「院内物流管理システム（ＳＰＤ）」の運用に イ 「院内物流管理システム（ＳＰＤ）」の運用に
より、院内における一連の物流を適正かつ効率的 より、院内における一連の物流を適正かつ効率的
に管理し、経費削減や管理業務の負担軽減を図る。 に管理し、経費削減や管理業務の負担軽減を図る。

イ 契約方法の定期的な見直しを行うとともに、 ウ 入札制度の的確な運用を図る。 委託業 ウ 入札制度の的確な運用を図るとともに、委託業
国の方針を踏まえた医療費適正化の観点から、 務の必要性や内容について、 また光熱水費の節 務の必要性や内容について、またや光熱水費の節
後発医薬品の利用促進に努め、費用の節減を図 減など「固定経費」の徹底的な見直しを行う。 減など「固定経費」の徹底的な見直しを行う。
ること。

エ 臨床工学科による医療機器一括管理を進め、機 エ 臨床工学科による医療機器一括管理を進め、機
器使用状況等の統計データに基づく計画的な購 器使用状況等の統計データに基づく計画的な購
入、保守及び点検により、機器関連の費用抑制を 入、保守及び点検により、機器関連の費用抑制を
図る。 図る。

（３）収益改善策等の具体的な実施時期
収入の確保及び費用の抑制のほか、数値目標を

達成するために実施する各取組に関して、具体的
な実施時期を明確化すること。

５ 各年度における収支計画等 ３ 予算 ３ 予算
４ 収支計画 ４ 収支計画

中期目標の期間の全体を通じた収支計画に加え、 ５ 資金計画 ５ 資金計画
各年度における収支計画及び目標数値の見通しに
関しても、設定すること。また、目標や計画につ
いては、全職員に共有し、経営意識の醸成を図る
こと。



- 17 -

第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

第５ 短期借入金の限度額 第５ 短期借入金の限度額
第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう 第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよう

とするときの計画 とするときの計画
第７ 剰余金の使途 第７ 剰余金の使途
第８ 料金に関する事項 第８ 料金に関する事項

第５ その他業務運営に関する重要事項 第９ その他設立団体の規則で定める業務運営 第９ その他設立団体の規則で定める業務運営
に関する事項 に関する事項

１ 施設・設備の最適化 １ 施設及び設備に関する事項 １ 施設・設備の計画的な整備と整備費の抑制
（１）施設・設備の計画的な整備と整備費の抑制

施設・設備について、医療技術の進展や地域の
医療需要はもとより、病院の果たすべき役割・機 （1）患者サービスの向上に向け、院内の利便性 （１）患者サービスの向上に向け、院内の利便性・
能・患者サービス向上の観点から必要性や適正な ・快適性を確認し、患者ニーズに応じた整備を 快適性を確認し、患者ニーズに応じた整備を検討
規模等を総合的に勘案し、計画的に整備すること 検討する。 する。
により、財政負担の軽減や平準化に努めること。

（２）資金貸付金の適切な活用
地方独立行政法人徳島県鳴門病院資金貸付金を

活用した施設・設備の整備については、病院の経 （2）病院新築後、20年が経過する施設及び設備 （２）病院新築後、20年が経過する施設及び設備
営状況や借入金の償還計画等を踏まえ、病院の運 の適切な維持補修を行うとともに、医療機器にお の適切な維持補修を行うとともに、医療機器にお
営に支障が生じることがないよう、整備 いては、医療技術の進展や医療需要、整備費及び いては、医療技術の進展や医療需要、整備費及び
内容や整備スケジュール等の十分な検討を行うこ 整備後の維持管理費も含めた費用対効果を総合的 整備後の維持管理費も含めた費用対効果を総合的
と。 に勘案し、経営状況を踏まえた計画的な備を推進 に勘案し、経営状況を踏まえた計画的な整備を推

する。 進する。

【中期計画期間の施設及び設備整備に関する計画】
(単位：百万円) 注１：

金額については見込みである。

注２：各事業年度の長期借入金等の具体的な額につい

ては、各事業年度の予算編成過程において決定さ

れる。

区分 予定額 財源
施設、設備及び 3,250 設立団体からの
医療機器等の整備 長期借入金等
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第４期中期目標 第４期中期計画（素案） 第４期中期計画（最終案）

２ 人員配置の弾力化 ＜再掲＞ 第２ ＜再掲＞ 第３
５ 医師・看護師等の確保と働き方改革 ５ 医師・看護師等の確保と働き方改革
（２）医師の働き方改革への対応 （２）医師の働き方改革への対応

来院範囲の広域化や手術件数の増加に迅速に対 ・ 医師の時間外労働規制に対応するため、医師 ア 働き方改革を推進し、良質な医療を持続的に提
応できるよう、診療科の再編や職員の配置を弾力 確保に取り組むとともに、医師事務作業補助者 供するため、人材の確保に取り組むとともに、医
的に行うこと。 の活用やチーム医療の推進に加え、各職種との 師事務作業補助者や看護補助者の活用、チーム医

「タスクシフト・タスクシェア」の更なる拡大、 療の推進や各職種との「タスクシフト・タスクシ
並びにＩＣＴの活用による業務効率化など医師 ェア」の更なる拡大、ＩＣＴの活用による業務効
の負担軽減に取り組む。 率化など、病院全体の業務見直しを図り、医師を

はじめ医療従事者の負担軽減に取り組む。

イ 医師の「時間外・休日労働時間の上限規制（Ａ
水準：９６０時間／年）」に適切に対応し、持続
可能な医療提供体制の維持を図る。

３ デジタル化への対応 ２ デジタル化への対応 ２ デジタル化への対応
（１）情報システム等を活用した取組の推進 （１）情報システム等を活用した取組の推進 （１）情報システム等を活用した取組の推進

医療の質の向上、医療情報の連携、働き方改革 ・ オンライン資格確認を利用した「電子処方箋」 ・ オンライン資格確認を利用した「電子処方箋」
の推進と病院経営の効率化の推進を図る上で重要 や救急医療・遠隔診療等への５Ｇ活用のほか、Ａ や救急医療・遠隔診療等への５Ｇ活用のほか、Ａ
なマイナンバーカードによるオンライン資格確認 Ｉ等の先進技術も取り入れるなど、医療DXの推 Ｉ等の先進技術も取り入れるなど、医療DXの推
や遠隔医療・オンライン診療などの各種情報シス 進を図り、医療の質の向上、医療情報の連携、病 進を図り、医療の質の向上、医療情報の連携、病
テム等を活用した取組を推進すること。 院経営の効率化及び働き方改革などの充実・強化 院経営の効率化及び働き方改革などの充実・強化

に取り組む。 に取り組む。

（２）情報セキュリティ対策の徹底 （２）情報セキュリティ対策の徹底 （２）情報セキュリティ対策の徹底

デジタル化の推進に当たっては、厚生労働省が ・ 複雑・巧妙化するサイバー攻撃から医療情報基 ・ 複雑・巧妙化するサイバー攻撃から医療情報基
策定した「医療情報システムの安全管理に関する 幹システムを守り、安全かつ適切に医療を提供す 幹システムを守り、安全かつ適切に医療を提供す
ガイドライン」等を踏まえ、情報セキュリティ対 るため、技術的・物理的対策を行うとともに、定 るため、技術的・物理的対策を行うとともに、定
策を徹底すること。 期的な訓練・研修の実施により、人的セキュリテ 期的な訓練・研修の実施により、人的セキュリテ

ィの向上を図り、医療継続体制の確立を図る。 ィの向上を図り、医療継続体制の確立を図る。




